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資料１

＜複数の事業者から同一品目について異なる定価の認可申請があった場合＞
１．たばこ事業法施行令第４条第５項に定める二以上の者から製造たばこの一の品目について異なる小売定価の認可の申請が

あった場合における認可等に関する事項

＜年齢識別装置を装備した自動販売機であるか判定をする場合＞
２．たばこ事業法第24条第１項に基づく製造たばこの小売販売業の許可に条件として付される「自動販売機により製造たばこを

販売する場合には、年齢識別装置（たばこを購入する者が二十歳以上の者であることを確認する機能を有する装置をいう。）
を装備した自動販売機により、当該装置を常時作動させた上で販売すること。」に係る「年齢識別装置を装備した自動販売
機」への該当性の判定及びその基準に関する事項

＜主務大臣の指示又は勧告に従わない事業者へ命令する場合＞
３．エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第17条第５項、第29条第５項、第41条第５項、

第116条第４項及び第120条第４項に定める財務大臣の命令に関する事項
４．資源の有効な利用の促進に関する法律第25条第３項、第52条第３項及び第59条第３項に定める財務大臣の命令に関する

事項
※ プラスチック製容器包装の製造等にあたっての再生プラスチックの利用促進に係る取組不足への勧告に違反した場合の
命令／加熱式たばこデバイスの自主回収・再資源化に係る取組不足への勧告に違反した際の命令

５．容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第７条の７第３項に定める財務大臣の命令に関する事項
６．物資の流通の効率化に関する法律第49条第３項に定める財務大臣の命令に関する事項

※特定荷主（年間９万トンを取り扱う荷主）の物流効率化に係る取組不足への勧告に違反した際の命令

○ たばこ事業等分科会に定価等部会を設置し、同分科会の調査審議事項のうち、以下の事項については、財
政制度等審議会議事規則第９条第３項に基づき、定価等部会に付託する。

○ 当該調査審議事項に係る議決については、同条第４項に基づき、定価等部会の議決をもってたばこ事業等
分科会の議決とする。

定価等部会の設置及び同部会に付託する事項（案）
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（部会）
第９条 審議会又は分科会は、部会を置くことができる。
２ 部会の議事においては、第２条から第７条までの規定を準用する。この場合において、これらの

規定中「審議会」とあるのは「部会」、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。
３ 会長（分科会に置かれる部会にあっては、分科会長。）は、調査審議事項が部会に調査審議さ

せることが適当と認められる場合には、部会に付託することができる。
４ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、部会の議

決をもって審議会の議決とすることができる。

財政制度等審議会議事規則（抄）（平成13年１月19日財政制度等審議会総会決定）


